日本共産党
大阪府議会議員団
の見解
大阪府議会・大都市制度検討協議会でのこれまでの私の主張のまとめ
―第６回協議会にあたって―
2011年9月21日　宮原たけし
はじめに

１．大都市制度の検討に当たっては、その前提として、大阪府政（大阪市政）の中身を、府民の暮らしと大阪経済振興を重点とした中身に切り替えることが必要。その議論なしに制度の議論をしても建設的なものにはならない。
２． eq \o\ac(○,イ) 座長は、大阪府と大阪市が十分に協議することなく独自に行政運営をしてきたことが二重行政とか投資の分散を招いて大阪の成長を阻害していると問題提起されたが、出発点が違う。むしろ、人、物、金を呼び込むという名目で大阪府と大阪市が両方とも呼び込み型の大きな開発をやるという成長戦略をとってきたことが間違い。
㋺ 橋下知事も需要を作るのが行政だという表現を繰り返しされているが、旧WTCビルの買収や大手前・森ノ宮の街づくりの現状から見れば、知事の成長戦略も失敗しつつあるのではないか。その立場から、大阪府がどういう役割をすれば大阪が元気になるかということと、橋下府政の呼び込み型開発が失敗しつつあるという2点が重要。
３．ゴミ、水道など、個々の問題については、大阪府政と大阪府民の利益にしぼって議論する。
なお、2重行政といっても
 eq \o\ac(○,イ) 公営住宅、中小業者への融資、図書館、大学など大阪市民のために役っているもの。
㋺ 旧WTCや咲洲・夢洲開発、関空2期事業のように大阪府、大阪市がもともとムダな開発を行い巨額の税金を使ってきたものがある。
４． eq \o\ac(○,イ) 大事なことは、まず、大阪府政が暮らしと地域経済振興に広域的役割を果たすよう、府政の中身を根本的に転換することである。
㋺そのためにも、破たんしつつある、橋下府政の開発優先政治の実態を明らかにすることが大事。

５．以下

A．大阪の現状と当面の活性化方策・・・・・・・・・前項 eq \o\ac(○,イ)に対応（従来の主張を補足した）
B．破たんしつつある橋下府政の実態・・・・・・・・前項㋺に対応（従来の主張を整理した）
C．大阪府と大阪市の協力の重要性・・・・・・・・・今までの発言を整理
D．大阪府と府内市町村の協力の重要性・・・・・・・今までの発言を整理
E．主にA・Dに関わって、税財源の在り方・・・・・今までの発言を整理

F．大都市制度における議会のあり方については、9月12日の発言の趣旨を中間まとめに入れて欲しい。
Ａ．大阪府の現状と、当面の活性化方策

１．大阪といくつかの指標（１９９７年を節目に成長が止まり、国民は貧しくなった日本、大阪府民は特に深刻）
（１）
○　全国的に97年をピークに国内総生産(GDP)、雇用者報酬、家計消費とも伸びが止まり、リーマンショックでむしろ後退。

○　97年までは総生産の増加より、雇用者報酬の増加幅が大きい。その後は、「総生産の増加＝雇用者報酬の増加」ではなく、むしろ反対に減少傾向。橋下府政のもとでも経済の落ち込み止まらず。
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　　○　主要県・政令市のＧＤＰ推移【表１】だが、東京都以外は、輸出系大企業のある県や政令市は落ち込み少ないのでは。

　　○　人、モノ、金、情報が集まる首都東京でも暮らしは悪化【表２】。大ざっぱにいえば、大企業が外需でもうけて府民の暮らしが大変というのは全国共通している。

（２）国保料滞納状況、保育所待機児童、特養待機者などの指標も悪化。町工場や商店数も減少。

○いくつかの指標

· 国保料滞納世帯　　　　　　　　（10年6月1日現在）　373,251世帯　
· 保育所待機児童【資料１】　　　（09年10月）　4,682人　→　（10年10月）　4,788人
· 特養入所希望者【資料２】　　　（09年4月） 　7,036人

（11年4月）   8,940人
· 国保は市町村が、年300億円近い、一般会計からの法定外繰り入れ（2009・H21年度）を行っても国保財政は深刻【資料３－１～３－６】
（３）国保料金や資格証明書の発行率（数十倍の格差あり）、介護料金の水準【資料４】など、行政間で大きな格差。

（４）「国際競争力」至上主義で、輸出大企業だけがもうけ、府民や中小企業が貧しくなる、日本経済の「成長」方式の誤りと、それをたすけてきた国の政治の責任。

① 大企業の内部留保の増大

2011年3月末　約290兆円、うち10億円以上の大企業　約140兆円【資料５－１、５－２】
② 中小企業の減　　（2011年については、まだ数値がない。）
	
	2001年
	2006年
	増減

	大阪
	約47万5776
	約42万1359
	▽11.4%

	全国
	約613万8180
	約572万2559
	▽ 6.8%


２００７年以降さらに減少している可能性強い
③正規雇用減と非正規雇用増、完全失業率も6.9％、就業者数も減少

	
	
	1997年
	2007年
	10年間の変化

	大阪
	正規
	264万8千人（74.3％）
	213万2千人（61.4％）
	－51万6千人

	
	非正規
	91万５千人（25.7％）
	134万1千人（38.6％）
	+42万6千人

	
	合計
	356万3千人
	347万3千人
	－

	全国
	正規
	3854万2千人
	3432万４千人
	－421万8千人

	
	非正規
	1259万人（24.6％）
	1889万8千人(35.5％)
	+680万8千人

	
	合計
	5113万2千人
	5322万2千人
	


④ 国保は医療費の50％を医療費の30％に、介護１／２→１／４（2000年）、就学援助１／２を一般財源化するなど、国の責任を縮小し、市町村の制度は悪化（住民負担増）。【資料６】
２．大阪府が、府民のための広域的・先導的役割を果たして「脱原発と自然エネルギーの拡大」、「安全・安心のまちづくり」「福祉・教育の充実」で人にやさしい大阪に
――大阪市、府内市町村とも協力して――
	自然エネルギーの拡大、雇用、暮らし、中小企業支援で内需を拡大し、税収を増やすことを基本方向に、大企業にも社会的責任を果たしてもらう


（１）脱原発と自然エネルギーの抜本的拡充

　・　原発ゼロへの行動計画を関電と国に求める。

今年8月18日、関電原発４基分のみ稼働。337／2966＝11.4％（当初の計画は22.8％）。
· たとえば、10年間で10万戸の住宅に太陽光（熱）すでに府内14市町村に制度有り。【資料７】
· 近畿の住宅太陽光は、今でも原発の0.4基分（住宅用太陽光　32万5286 kw、大阪は１人当たり全戸数の0.009kwと近畿（福井県含む）で最低【表３】。大阪府には独自補助制度なし（滋賀、兵庫、京都あり）。
· なお、大阪府　１日1209kw、市町村1961kwの自然エネルギーが公共施設などで整備されている。
調査すれば、もっと取り組み例はあり、１日のkw数は増える。――高槻での例――【資料８】
· 府内の公共施設の耐震改修時や民間建設にできるだけ太陽光や雨水の利用、小風力発電などの設備設置を促す（高槻の関大キャンパス）。
· ペレットストーブの小型化や公共施設への普及。バイオコークス工場を当面府内にもう１カ所　　つくるなど、自然エネルギー拡大施策を探求する。
· 必要な財源　太陽光で年１０億円、他に１０億円…。
（２）安全・安心のまちづくりで大阪での仕事と雇用を増やす

· ベイエリアの地震対策と津波対策（避難も含め）の抜本的見直しと具体化など、安全なまちづくり。旧ＷＴＣからの咲洲庁舎の撤退。
· 長周期地震動対策として、大阪府内で６０ｍ以上の高さがある可能性の建物約９７９棟【表４】の耐震診断、１９８１年以前の建物は、中層も含めて、建物の耐震診断を行い、必要な耐震改修への補助制度を国とともにつくる。
· 住宅の耐震化【資料９－１、９－２】
府の予算、増えてきているが、約１億9千万円（年間１０００戸）。20倍への組み替え動議（年間2万戸）を我々は出した。
· 地震関連　予算を元に戻す １１事業【資料１０－１、１０－２】
９７億６８４０万　　→　　４０億１２００万（４１％に）
（Ｈ19－太田知事時代）　　     （Ｈ23－橋下知事）
河川の改修、37河川で「あんしん川づくり計画」=２百数十億円必要とされているのに、毎年３～８億円 → せめて年２０億円に。
· 公立小中学校の耐震改修【資料１１】
Ｈ23（2011）年4月1日　府内74.5％　大阪市94％、全国は80.3％　平成26（2014）年までに前倒し終了を。
財政力の弱い市町村のために、府の無利子融資制度をつくる（年間20億円×5年間）。
· 府立高校の耐震改修について、府教委は2014（H26）年度末までと1年繰り上げた。大阪府知事部局に府教委の計画を実行させる必要。【資料１２－１、１２－２】
· 橋梁の耐震改修【資料１３】
· 府道のバリアフリー＝7千数百ヵ所必要だが予算は年間200ヵ所前後、10倍にする【資料１４】
· 水道管の耐震改修【資料１５】　府内全体で遅れている（30％前後）。水道料金の卸売値下げを企業団に求め、１年約60億円を①水道料金の値下げ、②技術者の確保、③耐震改修にあてる。
2010（平成22）年4月以降、水道料金を値下げした市町村の例

（ただし、島本町のように下水道料金を値上げした例もある）
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　・　河川のしゅんせつの促進、しゅんせつの基準を堆積割合で20％から15％に下げる。
　　　【資料１６－１、１６－２】
（３）教育・子育て支援を充実する

　①　中学校給食補助の充実（初期投資　１／２から２／３に）。【資料１７】
　②　３５人学級を小３、中１に拡大する（昨年と比較するとＨ24年以降、予算増額はほとんどいらない）。
3 通院の子ども医療費助成（現在０～２歳）を小学校入学までに大阪府が拡充する（府内ではほとんどの市町村で少なくとも小学校卒業まで可能になる、多くの市町村で義務教育終了までいける）。
4 定数内講師３年間で3,000人解消する（年間約10億円か）。【資料１８】
5 支援学校（知的障害児の）を当面５地域に建設する（建設費だけで約３０億円）。
少人数学級に係る必要教員数（小学校３年、中学校１年　実施）

636人、人件費49億円。ただし、今年度からは、小学校１年を35人以下に
国が予算を付けた。平成22年比では、29億円でできる。
来年度は小学校２年も予算化される見込み
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6 子ども家庭センターの専門職員の増員（２年で９人だが、もっと増やす必要あり、せめて２倍　　のペースで年９人－財源は職員の内部調整で）。【資料１９】
7 ヒブワクチン、子宮頸がんワクチンなど。
※単位は億円、単価は平成22年度当初予算ベース（給与減額措置後の額　小：7,665千円、中：7,839千円）で算出
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